
大阪都構想、
もっとよくなりました！！



公明党が提案した４つの改善点

住民サービスを低下させない事を
協定書に明記すること

1
現在の区役所を残し、
窓口サービスを維持・拡充すること

2

都構想の初期コストを最小限に抑えること

（現在は大阪市内に二箇所）

3
全ての特別区に児童相談所を設置すること4



都構想で住民サービスは維持・拡大

全て継続

など特色ある制度

大阪市 特別区

敬老パス 塾代助成
こども
医療費
助成

新婚・子育て
世帯向け

住宅ローンの
利子助成

小中学校の
給食無償化

住民サービスはさらに拡大！
特別区設置から10年間は毎年37億円！
11年目以降も毎年17億円の財源が府から特別区に！

住民サービス
拡大！



区役所の窓口サービスの維持・拡充

大阪市役所

各区の区役所
（住民への窓口サービス）

+

大阪市

特別区本庁舎

各区の区役所
（住民への窓口サービス）

+

特別区
（都構想）

より便利な区役所へ！
特別区設置の考え方は「身近な行政（ニアイズベター）」

身近な特別区長の判断によって住民の皆さんが希望するサービスの提供も！



都構想の初期コストを最小限に抑えること

最大241億円
（庁舎整備費46億円）

公明党提案
最大563億円
（庁舎整備費361億円）

当初の案
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さらなるコスト減も
近年では民間施設との合築などによって庁舎整備費を大きく抑える手法（PFI）の

　研究が進み、実質税負担０円で庁舎を建設した例などもあります。

最大322億円の
カット！



全ての特別区に児童相談所を設置すること

平成28年10月より

（それまでは１箇所のみ）
２箇所体制

大阪市

各特別区に
１箇所ずつ設置

特別区
（都構想）

児童虐待の撲滅へ！
大阪は全国的に見ても児童虐待が深刻な地域です。各区に児相を設置することで
 教育・福祉等関係機関との連携が強化され貧困対策等もより具体的に実現します。

４箇所体制



公明党のさらなる提案

特別区設置後も４つの災害対策本部に加えて、
24区の区災害対策本部設置を明記！

大阪市民に優遇措置のある市民利用施設
（天王寺動物園など）は優遇措置を継続！
※ 特別区外の府民にも優遇の範囲を広げる！

保育園、幼稚園、小中学校などについては
特別区をまたいだ 通園通学を可能に！
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# 大阪の“改革”を、前へ。
# 大阪の“成長”を、前へ。

小さな声を、聴く力の公明党が
大きな力を発揮します！


	TOKOSO_A1_00
	TOKOSO_A1_01
	TOKOSO_A1_03
	TOKOSO_A1_04
	TOKOSO_A1_06
	TOKOSO_A1_07



